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続に必要な措置を講ずることで適切な業務執行を行うことを目的として整備する。一方で、BCPを作

成する土地改良区等の管理者の管理体制は大小さまざまであり、地区特有の条件も多岐にわたる。

まずは簡易にBCPを策定した上で、訓練及び点検により継続的に改善し定着していくことを目指し、

その後、できる限り早期にBCPを作成し、災害に対応し得る体制の整備を図ることが望ましい。なお、

既に類似の体制が整備又は定着している場合には、その体制を活用し、策定を進めることも有効で

ある。 

平成28年３月に発行された「土地改良施設管理者のための業務継

続計画（BCP）策定マニュアル」は土地改良施設の管理者が自らBCPを

作成できるようにまとめられており、本マニュアルを参考に、地域の

実情や復旧に必要な資源等を考慮しながらBCPを策定する。 

16.1.4 BCPの活用 

BCP は、可能な範囲で早期に作成し、継続的にレベルアップさせ

ていく必要がある。計画を策定（Plan）した後、事前対策や訓練等

による行動手順の実施（Do）を行うとともに、訓練の結果分析や、

人事異動、設備変更、委託先変更等による体制の変更等災害発生後

の行動に影響する内容の洗い出し、問題点の把握（Check）、必要に応じて各計画を改善する

（Act）からなる「PDCAサイクル」を回すことで、BCP の最新性を保つとともに、内容を向上させ

ていくことが重要である。 

また、併せて役職員の意識を共有、向上させて BCP を定着させるとともに、想定外の状況下に

おいても柔軟に対処する力を高めることも重要となる。 

16.2 農地・農業水利施設を活用した流域治水 

16.2.1 概要 

流域治水とは、河川等の管理者が主体となって行う治水対策に加え、集水域と河川区域のみなら

ず、氾濫域も含めて一つの流域として捉え、その流域のあらゆる関係者が協働して、流域全体で水

害を軽減させる取組である。 

農地・農業水利施設を活用した流域治水の取組としては、それらの有する国土保全機能をいかし

て、 

・農業用ダムの活用（事前放流等）

・水田の活用（「田んぼダム」）

・農業用ため池の活用（事前放流、洪水吐きスリットの設置等）

・排水施設等の活用（ポンプ増設、降雨前の排水操作等）

などが実施されている。 

16.2.2 流域治水プロジェクト 

各水系においては、河川整備等に加え、雨水貯留浸透施設の整備、土地利用規制のほか、農地・

農業水利施設を活用した取組も含め、あらゆる関係者が協働し、重点的に実施する治水対策の全体

像として「流域治水プロジェクト」の策定が進められている（一級水系は全て策定済）。 

また、近年の気候変動の影響により、産業革命以前と比べて世界の平均地上気温を２℃に抑える

図-16.2 BCPの PDCAサイクル 
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シナリオ（パリ協定が目標としているもの）でも、20 世紀末と比べて 2040 年頃には、全国の一級

水系で治水計画の対象とする降雨量の変化倍率が約 1.1倍、治水計画の目標とする規模の洪水の流

量の平均値は約 1.2 倍になり、洪水の発生頻度の平均値は約２倍になると試算 2)されることを踏ま

え、流域治水の取組を更に加速化・深化させるべく、一級水系において「流域治水プロジェクト

2.0」への更新が行われている。 

令和６年３月末時点で、全国 109の一級水系における 119 の流域治水プロジェクトのうち 107 プ

ロジェクトにおいて、農業用ダムの事前放流、「田んぼダム」の取組、農業用ため池、排水施設等の

活用など、農地・農業水利施設を活用した流域治水の取組が進められている。 

なお、土地改良事業計画の策定に当たっては、各水系における流域治水の取組状況にも留意する

必要がある。 

 
図-16.3 気候変動の影響を考慮した必要な対応のイメージ 3) 

 

 

16.2.3 農業用ダムの活用 

ダムによる洪水調節は、下流の全川にわたって水位を低下させ、堤防の決壊リスクを低減すると

ともに、内水被害や支川のバックウォーターの影響を軽減するものであり、有効な治水対策として

位置付けられる。 

現在全国で稼働しているダムは、治水ダム、利水ダム等を含めて約180億m3の有効貯水容量を有す

るが、洪水調節のための貯水容量は約54億m3にとどまっている。 

このような中、近年、水害は激甚化・頻発化してきており、治水対策の緊要性、ダム整備の地理

的な制約等を勘案すると、緊急時においては、既存ダムの有効貯水容量を洪水調節に最大限活用す

ることが必要である。このため、令和元年に「既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた基本方針」

が定められ、農業用ダムについても、令和２年から事前放流等の洪水調節機能強化の取組を行って

いる。 

事前放流の実施に当たっては、河川管理者、ダム管理者、関係利水者間で水系ごとに締結した「治

水協定」に基づき実施することとし、協定に定めのない事項又は疑義の生じた事項については、河

川管理者、ダム管理者、関係利水者間で十分に協議することが重要である。 

なお、農業用ダムの洪水調節機能の強化に当たっては、農業用ダムの特性や、対象となる個々の

ダムの構造や規模、放流設備、管理体制、関係土地改良区への影響等の水利用の状況等を考慮した
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上で、ダムの安全性を確保しつつ、効果的に取り組むことが重要である。また、洪水調節機能の強

化による水不足が生じないよう、水系内で弾力的に水の融通を行うなど、水系内全体で利水の総合

的な運用を調整しながら取り組むことも重要である。 

(1) 事前放流の取組事例 

Ｈダムは、昭和 27 年度から昭和 37年度まで実施された国営事業によって建設された農業用ダ

ムであり、Ｏ市ほか４市１町に農業用水を、Ｏ市に水道用水を供給している。 

Ｈダムでは、令和２年に洪水調節機能強化の基本的な方針や事前放流の実施方針等を定めた

「Ｙ川水系治水協定」を締結し、洪水調節機能強化に取り組むこととしている。令和３年７月１

日からの大雨では、事前放流と利水空き容量の活用により、約 210万 m3の洪水調節容量を確保

した（図-16.4）。 

 
図-16.4 事前放流の取組事例（Ｈダム） 

 

16.2.4 水田の活用（「田んぼダム」の取組）4) 

「田んぼダム」とは、「田んぼダム」を実施する地域やその下流域の湛水被害リスクを低減する

ための取組であり、水田の落水口に流出量を抑制するための堰板や小さな穴の開いた調整板などの

器具を取り付けることで、水田に降った雨水を、時間をかけてゆっくりと排水し、水路や河川の水

位の上昇を抑えることで、溢れる水の量や範囲を抑制することができる（図-16.5）。 
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図-16.5 「田んぼダム」を実施している水田の排水イメージ 

「田んぼダム」という言葉は、分かりやすく、興味を喚起する言葉である一方で誤解を受けるこ

ともあり、「田んぼダム」において誤解をされやすい以下の３つのポイントについて、関係者間で

共通の理解を図った上で、地域一体となって取組を進めることが重要である。 

①「取組」であり、「施設」ではない

「田んぼダム」は、水田の落水口に調整板などを設置する「取組」であり、ダムや遊水地の

ような「施設」ではない。 

② 水田に降った雨を貯留する取組

「田んぼダム」は、水田に降った雨を一時的に貯留する取組であり、排水路や河川から水田

に水を引き入れるものではない。 

③ 作物の生産に影響を与えない範囲で行う取組

「田んぼダム」は、作物の生産に影響を与えない範囲で、農業者の協力を得て実施する取組。

また、農作業への影響や取組の労力を最小限にするための工夫が欠かせないもの。 

これらを踏まえつつ、「田んぼダム」の取組を始める際には、「田んぼダム」の効果、農作物の

収量や品質への影響、取組に必要な労力などの情報を農業者、地域住民、行政機関、土地改良区等

の農業関係機関、防災関係機関等の全ての関係者で共有することが重要であり、その上で、関係者

間で相談・協議を重ね、取組の内容や実施体制を整えるといった過程を経ることにより、関係者相

互の理解を深め、繋がりを強め、地域全体の協働による継続的な取組を実現することができる。 
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(1) 取組状況 

「田んぼダム」の取組は、平成14 年（2002年）にＮ県の旧Ｋ村で下流域の集落から上流域の集

落に呼びかけることで始まり、その取組は年々増加してきている。図-16.6に示すとおり、「田ん

ぼダム」は、令和５年度時点で37道県、約8.7万haで取組が行われている。 

水災害に繋がるような豪雨は、いつ発生するかわからないため、地域が「田んぼダム」の恩恵

を得るためには、地域で農業が持続的に営まれ、農地が健全に保全され、「田んぼダム」の取組

が継続して行われる必要がある。「田んぼダム」を通じて地域の農業や防災・減災への理解が深

まり、地域住民や様々な関係者間の繋がりが強化されることで、地域の持続性と協働力の向上が

期待される。 

 
図-16.6 「田んぼダム」の取組状況 

 

(2) 田んぼダムの取組事例 

 ①共感の波紋が「田んぼダム」の原動力（Ｈ道Ｉ市） 

「田んぼダム」の効果という観点から考えると、標高の高い上流側の水田で雨水を貯留する

のが効果的だが、本地区では被害を受けやすい、標高が低い下流側の農業者が上流域への気持

ちと他流域への思いやりの気持ちを持って「田んぼダム」の取組を実践され、そのことが上流

側にも共感の波紋として広がることで拡大し、地域全体の活動として「田んぼダム」に取り組

むことになった。 

 ②「仕掛け」と「仕組み」で高い実施率を実現（Ｎ県Ｍ市） 

Ｍ市での田んぼダム事業は、市独自の水位調整管（フリードレーン方式）を採用しているが、

初期モデルは、二重構造の内側円筒の側面にある孔で排出量を抑制するものであり、内側円筒

の上げ下げによる調整が必要であるため、農家の作業負担が大きいものであった（図-16.7（左））。

このため、Ｍ市はＮ大学と協働で調整管の開発を行った。改良モデルは、アタッチメントの出

口側を絞っておくことで排出量を抑制するもの（図-16.7（右））で、設置後は人的に操作する

ことなく排出量の抑制が可能となり、安定した効果が発揮できる「仕掛け」を行った。また、

農家の負担も軽減した。 
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また、Ｍ市では、多面的機機能支払交付金を活用とＭ市の委託事業の２つで「田んぼダム」

の取組を行う農家へのインセンティブを付与する「仕組み」としている。 

（左）初期モデル （右）改良モデル 

図-16.7 水位調整管（フリードレーン方式） 

排水事業は、農地や農業用施設だけでなく地域住民の生命や財産にも関連しており、地域住民に

とって重要である。また、排水路の上流域と下流域では排水に関して利害が対立することがあり、

その調整は難しい。したがって、地域住民の意向を踏まえるためには、地域の洪水被害や排水状況、

排水事業による効果等を十分に理解してもらうことが大切である。 

以下に、それらの問題に対して、地域住民参加型のフォーラム等によって、地域住民の合意形成

を試みた田んぼダムの取組事例を記載する。 

(1) 地域概要

Ｋ村はＮ県の県庁所在地の北東約50kmに位置し、丘陵と平野から形成されている。この地域

では、昭和56年よりほ場整備事業が行われ、平成３年からは湛水防除事業が行われている。 

当地区は、図-16.3のように海に注ぐ二級河川とそれに合流する二つの河川で囲まれた海抜０

m地帯の低平地であり、排水本川が１河川のみのため、しばしば洪水被害を受けてきた。当地区

では、洪水が発生した場合には、下流域水田の湛水状況が収まるまで上流域水田では落水しな

いという慣習により対応されてきた。 

しかし、近年の地域開発等によって下流地域において100mm/d程度の降雨でも頻繁に洪水被害

が起きるような状況である。 

海 

排水本川 下流域水田 上流域水田 

内側円筒 

孔 

出口側 



 
   16．ハード対策とソフト対策を組み合わせた防災・減災対策   345 

 

 

図-16.3 位置図 

 

(2) 地域住民、行政等の取組 

洪水被害が多発する中、地域住民の発案により洪水被害の軽減のために排水路下流域集落、Ｋ

村、土地改良区、県土木事務所、県農地事務所による「水害対策連絡協議会」が設立され、翌年

には、排水路上流域集落、農協、農業改良普及センター等を加えた「田んぼダム洪水調整フォー

ラム」が設立された。フォーラムでは、地域住民の取組を推進するため、シンポジウムの開催、

パンフレットの配布による啓発、実際の洪水被害状況の確認等により排水に対する意識の向上を

図った。これらの活動は、農業の多面的機能を活用した田面貯留による洪水防止機能の発揮、そ

の効果の評価、取組の問題点、上流域と下流域という利害関係の異なる地域住民の合意形成、相

互理解のための啓発、普及を目的としている。 

洪水防止機能を発揮させる方法として、設置や維持管理の労力が少ないことから図-16.4、写真

-16.1のように、落水口の口径より小さな穴の開いた板を水田の落水口に取り付けて、流量を調整

する方法を用いている。この方法を採用するに当たっては田面貯留による畦畔崩壊のおそれがあ

ることから、この方法を広く定着させるために、畦畔法面の補強や畦畔が崩壊した場合に地域住

民のボランティアによる修復作業を行うための体制づくりも検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 取組の拡大 

Ｎ県での田んぼダムの取組は、平成14年度以降年々拡大しており、平成30年度には同県内15市

町村の14,640haで取り組まれている。今後の土地改良事業においては、地域住民の合意形成を図

り、農業の多面的機能を発揮し国土保全に取り組むことが重要と考えられる。 

 

図-16.4 降雨貯留システム 

調整板 

排
水
路 

写真-16.1 調整板設置状況 
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図-16.5 Ｎ県の田んぼダム取組面積の推移 

 

16.2.53 農業用ため池の活用洪水調節機能の強化 52) 

農業用ため池は、降雨を貯留し農地に用水を供給する本来の機能のほかに、多面的機能の一つと

して、降雨を貯留し下流の農地や農業施設等への被害を軽減する洪水調節機能を有している。農業

用ため池の本来機能である「かんがい機能」を損なわないことを前提として、洪水調節機能を最大

限に活用し、農村地域の防災・減災力を強化する取組について、概要及び事例を紹介する。 

(1) 対策の概要 

農業用ため池の洪水調節機能を強化する対策の基本は、降雨前に農業用ため池に空き容量（流

入する洪水を貯留する容量）を確保することである。空き容量を確保する手法には様々なものが

あるが、ここでは施設の改修を伴わないソフト対策と施設の簡易な改修により実施可能なハード

対策を示す。 

ア 降雨前の事前放流による低水位管理 

豪雨の発生が予測される際、降雨予測等を基に農業用ため池の貯留水を事前に放流し、空き

容量を確保する手法である。かんがい機能に支障を来さないよう、貯留状況と降雨予測との一

体的な管理が必要であり、降雨時に作業を行う場合は、安全面への配慮も必要となる。 

 

図-16.86 事前放流イメージ図 

イ 洪水吐きスリット（切り欠き）の設置 

低水位管理を効率的に行う手法として、斜樋等の取水施設の利用、放流管の設置のほかに、

洪水吐きスリットの設置がある。洪水吐きの一部にスリットを設けることにより、常時水位を

スリット底まで低下させ、空き容量を確保するもので、手間をかけずに低水位を保つことがで

きる。また、降雨時には、スリットからの放流による空き容量の維持及び回復の効果がある。

堤体や取水施設の改修を必要とせず、基本的に洪水吐きのクレスト部の切開により設置が可能

である。スリットに角落としを設置する場合は、その取扱に伴う管理体制を構築する必要があ

る。 

 

図-16.97 洪水吐きスリットイメージ図 
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(2) 対策に当たっての留意点

ア 豪雨時に越流水深が大きくなる農業用ため池においては、一時的な貯留量（貯留効果）が大

きくなる一方で、堤体の状態によっては被災リスクが高くなることも考えられる。堤体の余裕

高不足の解消、洪水吐きの放流能力の確保等抜本的なハード対策も視野に入れながら、各地域

条件に適した対策を検討していくことが重要である。 

イ 取組を実施するに当たっては、農業用ため池の堤体や洪水吐き等に異常が無いかを日常管理

により把握し、異常が確認された場合は、適切に対処しておくことが重要となる。日常管理の

詳細については、ため池管理マニュアル 63)を参照することとする。 

ウ 治水部局から協力や連携を求められた場合には、農業用ため池の本来の機能であるかんがい

機能に支障を来すことがないよう十分吟味するとともに、災害発生時の責任の所在等について

明確にしておく必要がある。 

(3) 事前放流による低水位管理の取組事例

Ｈ県のＡ島は農業用ため池が密集しており、過去の災害時には多くの農業用ため池が決壊し、

下流で大きな被害が発生した。また、近年、局地的な集中豪雨等により浸水被害が多発している。 

このような中、Ｈ県Ａ県民局では、農業用ため池の洪水調節機能を最大限発揮させる取組を平

成 27 年度から本格的に展開し、効果を発揮している。本取組について、以下、に施設整備及び普

及啓発の概要並びに取組の効果を示す。 

ア 事前放流施設の整備

管理者が事前放流に取り組みやすい構造（一度開けるだけで操作不要となるようなため池栓

の開栓（図-16.10）や洪水吐きの切り欠きに設けた放流ゲートの操作（図-16.11）により、低

水位管理が可能な構造）とするため、以下のような施設の整備を推進した。 

① ため池改修事業と併せた整備

② 治水効果の高い農業用ため池での単独整備

③ 災害復旧と併せた整備

イ 事前放流に当たっての対応の普及啓発

(ア) 管理者への呼びかけ

台風前に関係市の CATV、防災無線、電話等により、管理者へ事前放流について周知及び依

頼を行った。 

(イ) 「ため池管理者防災ネット」によるメール配信

図-16.108 ため池栓の設置 図-16.119 洪水吐き放流ゲート等の設置 

洪水吐き施設 
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登録している管理者（令和６平成 28 年 11 月末時点の登録者数は 280250 人）の携帯電話

へ、台風前の事前放流依頼、通過後の施設点検、その他管理情報等をメールで配信した。 

(ウ) 管理者講習会の開催

管理者の適正管理に向けた講習会において、事前放流の意義や効果について啓発した。 

(ウエ) かいぼりの復活

かいぼり（池干し）を復活し、９月以降の落水を拡大するとともに貯水量の増加、施設点

検、豊かな海づくり等を促進した。 

ウ 事前放流の普及啓発

管理者の適正管理に向けた講習会において、事前放流の意義や効果について啓発。

エウ 取組の効果

(ア) 台風時の河川水位の低減

平成 28 年９月の台風 16号では、最大時間雨量 95mm（Ｓ観測所観測史上第２位）を記録す

る豪雨が発生した。Ｓ川流域では、農業用ため池の事前放流等を実施し、農業用特定ため池

165 か箇所で降雨を貯留したことにより、Ｓ川のピーク流量を４％カットし、Ｋ地点での 11cm

の水位低下低減に貢献したと推測される。 

(イ) 農地災害等の低減

近年も過去に大災害をもたらした規模の降雨は発生しているが、事前放流の取組が開始さ

れた平成 25年度から平成 29 年度までの農地及び農業用施設災害は年々減少傾向となってい

る。 

16.2.6 排水施設等の活用 

農業用の用排水路、排水機場、排水樋門等を整備することにより、農地のみならず市街地や集落

の湛水防止・軽減も図られることから、これらの施設整備を進めるほか、豪雨が予想される際に、

事前に水路内の水を排水し、水位を低下させることにより水路の貯留機能を活用する取組等が行わ

れている。 

なお、排水地区に非農用地が多く含まれる地区等にあっては、平常時並びに洪水時等の運転管理

及びその対応や措置、管理費用の負担に関する事項等について関係自治体等と協議するとともに、

積極的に広報活動を行い、地域全体の排水に関する住民の理解を深め、協力体制を確立させておく

必要がある。 

図-16.12 排水機場と周辺の市街地

排水機場 

（河川） 

排水機場 

（農業用） 
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図-16.13 クリーク先行排水による空き容量確保の事例
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17．排水に関する新たな技術及び研究の紹介 

(基準、基準の運用第３章 3.5 関連) 

近年の情報処理技術及び情報通信技術の発展は目覚ましく、排水に係る施設においてもこれらの

技術が活用されている。また、排水に関する近年の研究として、低平農業地域の氾濫現象を高精度

で解析するための「内水氾濫解析モデル」、実測では得られない長期間及び多数の降雨データを得る

ための「豪雨の内部波形の模擬発生法」がある。 

本章では、計画作成時の参考とされたく、これらの技術及び研究の概要及び事例を紹介する。 

17.1 排水機場への遠方操作システムの導入 

17.1.1 背景 

Ｉ県Ｋ土地改良区は、Ｋ市北部から西南部に位置し、沿岸方向に緩傾斜する低平地にある。Ｋ土

地改良区管内の全域はほぼ水田として利用されており、現在の農地面積は1,935ha で合計23の排水

機場を活用した排水及び用水供給が行われている。一方、平成10年９月の豪雨では、受益地の多く

が50cm 以上湛水するなど、これまで度々湛水被害に悩まされてきた地域である。 

17.1.2 遠方操作システムの導入 

過去の被害を踏まえ、同土地改良区では、排水ポンプ設備の合理的な管理を行う目的で、平成16

年４月から20の排水機場に、状態監視、情報収集等を目的とした遠方監視システムを導入し運用を

進めている。 

パソコン、スマートフォン、携帯電話等インターネットに接続した機器を利用することで、排水

機場内の機器の運転状況、故障等の警戒情報、内水位、外水位等の情報を関係者全員で共有し、豪

雨状況に迅速に対応できるよう体制を整えている。 

また、本土地改良区では、台風接近に伴う豪雨災害への対応として、「事前行動計画」を策定して

おり、排水路の水位やポンプの稼働状況の確認等について、台風接近の24時間前、12時間前及び６

時間前のタイムラインに沿った対応事項、実施者及び実施場所を規定している。 

このように、ハード対策とソフト対策を併せて充実させることによって、大雨に対する予備排水

等の事前準備及び対応が行えるようになり、浸水被害の軽減が期待されている。 
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※１ NTT Docomo パケット通信サービス

※２ 権限を与えられた者のみ、遠方での運転モード切替を行う。

図-17.1 システム構成図 

図-17.2 左：Web 監視現況（全体）、右：Web 監視現況（詳細） 

写真-17.1 スマートフォンによる情報の確認状況 
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17.2 ため池防災支援システム 

17.2.1 背景 

東日本大震災等の大地震、九州北部豪雨や平成30年７月豪雨等の豪雨災害では、ため池が各地で

決壊し下流域で人災を始め二次被害が発生した。従来、ため池の決壊を予測したり、その危険情報

を伝達したりする手段はなかったが、現在ではこのような被害を防ぐ目的でため池の決壊をリアル

タイムに予測し、予測情報を迅速に関係者に伝達・共有する「ため池防災支援システム」が開発さ

れている。 

17.2.2  システムの概要 

ため池防災支援システムは、豪雨及び地震時のため池決壊と下流被害の危険度を予測するととも

に、被災状況をため池管理者から自治体、農林水産省等のため池関係者間で情報共有する災害情報

システムである。地震時の場合には地震情報を受信してから30分以内、豪雨時の場合には現在時刻

から６時間後までのため池の決壊危険度を予測し、インターネットで予測結果を地図に表示する。 

図-17.3 ため池防災支援システムの概念図 

国や自治体はこの情報を基に、ため池周辺の住民の避難対策及び決壊防止のための緊急対策の検

討が可能である。また、スマートフォンやタブレット等の端末を用いて、ため池管理者が現地で被

災状況を入力したり、被災写真をアップロードすることで、国、自治体等の関係機関の間でため池

決壊の有無や被災状況を即座に情報共有することも可能となる。 

本システムの普及により、早期避難に必要な情報を提供することで人的被害を防止するとともに、

災害情報を全国の防災機関と共有することで迅速な災害支援体制の確立が期待されている。 
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図-17.4 南海トラフ地震を想定したため池の決壊危険度予測図 

図-17.5 平成29年7月九州北部豪雨における決壊危険度予測図 

地震時には地震情報を受信してから30分以内、豪雨時には現在時刻から６時間後までのため池の

決壊危険度をリアルタイムで予測して、赤、黄及び青の三色で地図上に表示する。予測結果はイン

ターネットを通じて、国や自治体等の防災担当者が閲覧可能。

図-17.6 九州北部豪雨におけるため池の氾濫予測結果図 

ため池が決壊した場合の氾濫域を算定し、地図上に表示する。防災担当者はこれらの情報を基

に、ため池周辺の住民の避難対策や決壊防止のための緊急点検を行うことが可能。 
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17.3 新たな内水氾濫解析モデルの開発 

17.3.1 背景 

内水氾濫現象を扱うモデルの多くは都市域を対象に開発されているが、こうしたモデルは水田を

主体とする低平農業地域の氾濫現象の解析には不向きである。都市域の氾濫水は下水道や道路を通

じて系外へと排出されるのに対し、下水道が整備されていない低平農業地帯では、氾濫原を構成す

る農地や農地転用によって開発された市街地からの流出水は末端排水路から支線・幹線排水路に流

入し、系外へと排出される。また、都市域では、一般に道路敷高が建造物の敷高よりも低く、宅地

等に降下した地表面の雨水は下水道や排水路に流入する前に近接する道路に集まり、これに沿って

流れるが、農業地帯では、道路の敷高は農地面より高い位置にあるため、道路沿いの流れは発生し

ない。 

こうした流出・氾濫現象の違いに着目して開発されたのが「内水氾濫解析モデル」である。本モ

デルは、低平農業地帯を対象に、土地利用属性の違いによる流出特性に着目するとともに、氾濫水

の挙動を簡便かつ忠実に再現することで、浸水箇所及び浸水継続時間を推定するものである。 な

お、河川の越水、溢水等の位置及び解析範囲内への流入量が推定できる場合については、外水氾濫

にも対応できる。 

17.3.2 モデルの全体構成 

解析モデルは、①各土地利用地目からの流出量を計算する「流出入量算定モジュール」、②排水路・

河川の流れを計算する「一次元不定流モジュール」及び③氾濫水の平面的な伝播を計算する「氾濫

流モジュール」で構成される（図-17.7）。①では各土地利用地目からの流出特性と排水路水位を考

慮して、セル－排水路間の流出入量を計算し②の一次元不定流モジュールに横流入として受け渡す。

②では、白石ら（1993）1)の方法によって不定流の計算を行う。③では、氾濫流の移動量を平面２次

元流の局所慣性方程式を差分化して計算する。 

また、解析対象領域は、排水区域及び計算点を配置するセルの二つのレベルで分割する(図-17.8) 。

排水区域とは、一次元不定流モジュールにおける任意の距離（Δx）で分割された河川及び幹線・支

線排水路網の各メッシュに横流入量として流入する区域を示す。一方、セルとは、溢水後の氾濫水

の空間的な伝播を表現するために分割した格子である。排水路への横流入量は、符号の正負によっ

て、土地から排水路への流出及び水路から土地への流入を表現する。土地－排水路の水の受け渡し

は、セル内に想定した仮想の末端水路を通じて行う。流出入量は、排水路水位と土地の湛水位の関

係から水理学的に決定する。 

さらに、氾濫水の伝播に影響を与える道路等の線状構造物、標高差及び土地利用属性に基づいて

各セルの形状を任意多角形で表現する「地形適合型セル」を採用した。 各セルの辺には標高値を持

たせており、セルは土地利用属性ごとに設定し、水田、畑地、転作田、市街地（集落等の住区を含

む）及び水域の５分類とした。それぞれのセルから排水路への流出及び排水路の水位上昇によるセ

ルへの氾濫水の流入は、各セル内に仮定した末端排水路を通じて発生する。モデルの詳細について

は吉川ら（2011）2)を、GIS を用いたセル分割の方法は吉川ら（2013）3)を参照のこと。
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図-17.7 内水氾濫解析モデルの概要 

図-17.8 解析対象領域の分割イメージ 

17.3.3 モデルの適用事例 

Ｎ県Ｎ市Ｍ区Ｓ地区をモデル適用事例として示す。 

(1) 流域の概要

本地区はＮ平野の中部に位置し、東はＳ川、西はＮ川に囲まれた流域約7,460ha の完全輪中地

帯であり、稲作を中心として野菜・果樹等の複合営農が行われている低平農業地帯である。 

洪水時の排水は農地排水を目的として建設された３か所の排水機場からＮ川に排除している。

本地域の基幹排水施設は1/30年確率相当の排水機能を有しているが、地盤沈下の進行、局地的な

集中豪雨等で排水機場への負荷が増加し、農地の湛水及び住宅地の浸水被害が発生している。 

(2) モデルの適用

上記で説明した内水氾濫解析モデルに基づいて、現地調査、工事図面、基盤地図情報等を基に、

Ｓ地区をモデル化した。 

(3) モデルの検証

解析から得られた計算湛水状況及び地区内水位と実績値を比較し、構築した解析モデルの妥当

性を確認した。モデルの検証に用いた降雨イベントは、近年で最も大きい湛水被害が発生した平

成23年７月出水とした。地区内８か所の雨量観測所雨量、実績ポンプ排水量並びにこれらから算

出した基底流量及び保留量をモデルに与え、湛水状況及び水位観測所地点水位を求めた。図-17.9

に水位観測所水位ハイドログラフ、図-17.10に再現計算による最大湛水区域と実績湛水区域とを

比較した結果を示す。計算による水位及び湛水区域は、実績値を概ね良好に再現しており、地区

の排水状況が表現可能なモデルといえる。 
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17.4 豪雨波形の模擬発生に関する研究4) 

気象及び水文特性を把握するためには、長期間の観測資料を収集することが望ましい。しかしな

がら、気象観測網は全国的に整いつつあるものの、洪水等の解析に必要となる１時間単位の降雨デー

タは観測期間が長くない地点もあり、その蓄積量には地域差がある。

そのような中、実測では得られない長期間、あるいは多数の降雨データを得るための手段として、

その模擬発生手法が提案されている。ここでは、ある閾値を超える雨量規模を持つ豪雨を対象とし

て、その総雨量と波形の模擬発生手法について紹介する。 

17.4.1 研究事例 

本模擬発生手法は、豪雨発生回数の決定、総雨量の決定、総雨量の１時間雨量系列への配分及び

波形パターン発生の四つの手順から成る。各手順で必要なパラメータは、対象とする地点の実測降

雨資料より抽出した豪雨イベントにより決定する。豪雨の降雨期間は、模擬発生の対象データと同

期間に設定し（例えば３日間）、さらに雨量にある閾値を設けてそれを超えるイベントを抽出する。 

本手法により発生させた模擬発生豪雨のハイエトグラフの一例を図-17.11に示す。図より、降雨

強度及び波形パターンは抽出した豪雨イベントで異なり、様々な結果が得られていることがわかる。 

模擬発生豪雨は、データの妥当性や再現性を十分吟味する必要があるが、例えば短時間単位の雨

量データを必要とする排水解析に対する入力用データとして活用が期待される。 
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図-17.9 平成 23 年７月出水水位ハイドログラフ 

図-17.10 平成 23 年７月出水湛水区域比較 
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18．近年の降雨特性に関する情報 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第６次報告書では、地球温暖化の進行に伴う気候変動

によって、極端な気象現象の頻度や強度が既に増加しており、今後更に増加すると予測されている。

第５次報告書では、温暖化に伴う極端な気象現象によってインフラ等が機能停止するリスク、気温

上昇、干ばつ等によって食料安全保障が脅かされるリスク等が生じることが報告された。我が国は、

同報告書等を踏まえ気候変動適応法（平成 30年法律第 50号）を制定するとともに、同法に基づき

気候変動適応計画（令和３年 10 月 22日閣議決定、令和５年５月 30日一部変更 閣議決定平成 30

年 11月 27日閣議決定）を定めた。同計画において、農業生産基盤に関しては、「今後、気候変動研

究の進展に伴う新たな科学的知見等を踏まえ、中長期的な影響の予測・評価を行う。また、新たな

科学的知見や気候モデルを活用した農業生産基盤への影響評価手法を確立し、将来予測に基づく施

設整備を行う根拠を明確にした上で、今後の施設整備のあり方を検討する。」「将来、新たな科学的

知見や気候モデル、さらには農業生産基盤への影響評価手法の精度向上等により、将来予測に基づ

く施設整備を行う根拠が明確となった場合は、施設整備の在り方を検討する。」こと等が記載され

た。 

また、国土交通省においては、平成 30年４月、「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」

を設置し、令和３元年４10月には、同会の「気候変動を踏まえた治水計画のあり方」提言が改訂さ

れ、気候変動を考慮した治水計画へ見直すにあたり、計画で想定する外力を世界の平均気温が２度

上昇した場合を想定した降雨量とするとともに、過去に経験したことのない雨の降り方も考慮した

上で、治水対策の検討の前提となる基本高水を設定すべきこと取りまとめられ、「治水計画の立案に

当たり、『実績の降雨を活用した手法』から『気候変動により予測される将来の降雨を活用する手法』

に転換すること」等が示された。 

本章では、近年の降雨特性の関連情報として、地球温暖化に関する基本事項、日本の降水量の変

化傾向、近年研究が進められている気候モデルを利用した研究を紹介する。 

18.1 基本事項 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は、令和３平成 26年、今世紀末までの約 100年で世界平

均地上気温が 1.00.3～5.74.8℃上昇するとの予測を行うとともに、気候に起因する食料不安や食料

供給の不安定性が、都市化の拡大と食料生産の間の土地の競合など非気候リスクの駆動要因と相互

に作用しつつ増大することが予測される気候変動への適応策を行わなければ、今後の気候変動が主

要作物の生産に負の影響を及ぼす等の第６５次評価報告書を公表した。 
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図-18.1 1850～1900 年を基準とした世界平均気温の変化 1) 

18.2 日本における降水の変化 

18.2.1 降水量の変化傾向 2) 

気象庁の気候変動監視レポート 20232018 によると、気象庁の 51 観測地点について、1898～

20232018年の年降水量の基準値（19911981年～20202010年の 30年平均値）からの偏差を解析した

ところ、2023年の日本の年降水量の偏差は-27.8mmであり 1898 年の統計開始以降、少ない方から 

53 番目であった日本の年降水量には長期変化傾向は見られないが、統計開始から 1920 年代半ばま

でと 1950年代に多雨期がみられ、1970 年代から 2000年代までは年ごとの変動が比較的大きかった

（図-18.2）。 

図-18.2 日本の年降水量偏差の経年変化 

18.2.2 大雨等の発生頻度の変化傾向 2) 

気象庁の気候変動監視レポート 20232018によると、気象庁の 51観測地点の観測値を用い、日本

における大雨等の発生頻度の変化傾向の解析を行ったところ、日降水量 100mm以上の日数は、1901

～20232018 年の 123118 年間で増加している（図-18.3）。一方、日降水量 1.0mm 未満で降水の見ら

れない日（無降水日）の日数も増加している。以上は減少し、大雨の頻度が増える反面、弱い降水

も含めた降水の日数は減少する特徴を示している（図-18.4）。 

また、全国約 1,300 地点のアメダスの観測値を用い解析したところ、１時間降水量 50mm 以上及

び 80mm 以上の短時間強雨の年間発生回数はともに増加している（図-18.5、図-18.6）。50mm以上の
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場合、統計期間の最初の 10年間（1976～1985 年）平均では 1,300地点あたり約 226 回だったが、

最近の 10年間（20142009～20232018 年）平均では約 330311回と約 1.51.4倍に増加している。 

18.2.3 10年確率日雨量の経年変化 

10 年確率日雨量の経年変化に関する研究事例を二つ紹介する。図-18.7 は、1901 年から 2007 年

までの 107年間、全国 52地点の日雨量をもとに 10年確率日雨量を計算し、最初の評価期間（1901

年～1927年）の確率雨量で除して、比率に直したものである 3)。また、図-18.8は、1898 年から 2017

年までの 120年間、全国 51 地点の日雨量をもとに 10年確率日雨量を計算し、最初の評価期間（1898

年～1927年）の確率雨量で除して、比率に直したものである 4)。 

 全国的にみると確率日雨量は増加傾向にあるといえるが、両図とも全国平均の変化を示すもので

あり、地域や地点によって傾向は異なる。 

図-18.4 日降水量 1.0mm 以上の年間日数の経年変化 図-18.3 日降水量 100mm 以上の年間日数の経年変化 

図-18.5 １時間降水量 50mm以上の年間発生回数 

の経年変化 

図-18.6 １時間降水量 80mm以上の年間発生回数 

の経年変化 
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18.3 気候モデルを利用した将来予測研究 

将来の気候の変化を予測するため、各国の研究機関において、気候システムを再現することがで

きる「気候モデル」を開発している。気候モデルは、気候システムを構成する大気、海洋、陸面、

氷床等を物理法則に従い定式化し、スーパーコンピュータ等の計算機によって擬似的な地球を再現

しようとする計算プログラムである。 

気候モデルは、計算技術上の様々な仮定や近似を含み、計算結果には気候モデル特有のバイアス

が含まれるほか、予測の不確実性（計算結果のばらつき）が現れる。 

18.3.1 研究事例 

気候モデルを用いた研究事例として、複数の気候モデルの特徴を反映させて、豪雨を模擬発生さ

せ、水田の湛水解析と水稲減収量の算定からリスク分布を得る手法が研究開発されている。皆川ら

（2018）5)の研究においては、Ｉ県Ｋ地区を対象として、現在期間と RCP8.5 シナリオ下における 10

年確率雨量値の雨量強度の出現頻度分布を算定したところ、図-18.9 のように不確実性を含む結果

が得られた。 
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（解析期間：1901 年～2007 年） 
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図-18.9 気候予測の不確実性を取り入れた確率雨量の強度分布の算定結果 

（RCP8.5 シナリオでの 10 年確率の例） 
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18.3.2 日本における降水（雪を含む）の将来予測 

日本の気候変動 20206)によると、将来予測では、日降水量について２℃上昇シナリオによる予測

で約 1.5倍に増加、４℃上昇シナリオでは約 2.3倍に増加するなど、全国平均で見た場合、大雨や

短時間強雨の発生頻度や強さは増加し、雨の降る日数は減少すると予測されている。 

一方、21世紀末における無降水日（１日の降水量が 1.0mm 未満の日）の日数は、４℃上昇シナリ

オでは、20 世紀末と比べてほぼ全国的に有意に増加すると予測されている。

また、積雪深の年最大値及び降雪量は、２℃上昇シナリオによる予測では約 30％減少（北海道ほ

か一部地域を除く）、４℃上昇シナリオでは 70％減少（北海道の一部地域を除く）すると予測され

ている（雪ではなく雨になることが増える）。平均的な降雪量が減少したとしても、ごくまれに降る

大雪のリスクが低下するとは限らない（ただし、この予測の確信度は低い）としている。 

なお、将来の気候は、主に、IPCC第５次評価報告書でも用いられた２℃上昇シナリオ（RCP2.6：

パリ協定の２℃目標が達成された世界であり得る気候の状態に相当）及び４℃上昇シナリオ

（RCP8.5：現時点を超える追加的な緩和策を取らなかった世界であり得る気候の状態に相当）に基

づき予測されている。 

参考文献 

────────── 

１）IPCC（気象庁訳）：IPCC第６５次評価報告書 第１作業部会報告書 政策決定者向け要約（20212015）

２）気象庁：気候変動監視レポート 20232018（20242019）

３）永井明博：気象・水象の類似する地域における地域確率雨量の経年変化、農業農村工学会ダム研究委員会シンポ

ジウム（平成 22年 11 月 26 日） 

４）日本水土総合研究所：気象変動の影響による確率降雨量の変化、第 68 回農業農村工学会大会講演会講演要旨集、

pp.582～583（2019） 

５）皆川裕樹・池山和美・北川 巌・増本隆夫：低平水田域における豪雨排水に関するリスクとその不確実性の評価

法、農業農村工学会論文集、307、pp.I_175～I_184（2018） 

６）文部科学省及び気象庁：日本の気候変動 2020 — 大気と陸・海洋に関する観測・予測評価報告書 —」（2020）



 

363 

19．将来の降雨予測に基づく計画基準降雨 

（基準、基準の運用第３章 3.3.6 関連） 

 

 これまで排水計画は、過去の降雨などに基づいて作成してきたが、近年の気候変動の影響による

降雨量の増大、海面水位の上昇などを考慮すると、現在の計画では実質的な安全度が確保できない

おそれがある。 

このため、土地改良事業における排水計画の策定に当たり、計画基準降雨については、気象観測

資料と気候予測資料による過去と将来の実験（予測）値を用いて推定することとする。 

 

19.1 気候変動予測 

気候変動予測は、将来の温室効果ガスの排出等による放射強制力を仮定し、大気がどのように応

答するかの長期的な傾向を把握するものである。近年の気候変動予測における温室効果ガス等の放

射強制力は、各国が政策的に緩和策を行うことを前提として考え出された４つの RCPシナリオ（IPCC

（気候変動に関する政府間パネル）第５次評価報告書 1)で公表）が広く使用されている。 

 

表-19.1 RCP シナリオの概要 

シナリオ名 内容 

気温上昇予測幅 

（1986～2005 年の平均を基準とした

2081～2100 年の世界平均気温） 

RCP8.5 

高位参照シナリオ 

・21 世紀末の放射強制力 8.5W/m2 

・2100 年における温室効果ガス排出量の 

最大排出量に相当するシナリオ 

2.6～4.8℃ 

RCP6.0 
高位安定化シナリオ 

・21 世紀末の放射強制力 6.0W/m2 
1.4～3.1℃ 

RCP4.5 
中位安定化シナリオ 

・21 世紀末の放射強制力 4.5W/m2 
1.1～2.6℃ 

RCP2.6 

低位安定化シナリオ 

・21 世紀末の放射強制力 2.6W/m2 

・将来の気温上昇を２℃以下に抑えるという 

目標のもとに開発された排出量の最も低い 

シナリオ 

0.3～1.7℃ 

※ 放射強制力（W/㎡）：気候変動をもたらす温室効果ガス、エーロゾル、土地利用等の変化によって引き起 

こされる放射エネルギー収支の変化量。正の放射強制力は温暖化、負の放射強制力は寒冷化を起こし、CO2 
が現在の倍になったときの放射強制力は約４W/m2であるといわれている。 
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(1) 気候予測資料（データセット） 

気候変動予測は、21世紀末等の将来を対象とすることから、将来の可能性の幅（不確実性）が

大きくなる。１つの実験では、気候変動予測の不確実性を評価できないことから、初期値及び境

界条件を少しずつ変化させ（摂動を与え）るなど、過去や将来の実験数を仮想的に増加させて計

算（アンサンブル実験）を行う。 

この過去及び将来で複数のアンサンブル実験を行った計算結果の集合体のことをデータセット

と呼ぶ。日本で開発された代表的なデータセットには、d4PDF/d2PDF、NHRCM05/02、WRF02 等があ

る（表-19.2）。 

 

(2) 気候予測資料（データセット）の選定 

データセットの選定にあたり、集中豪雨を評価できる５㎞メッシュ以下の領域解像度でデータ

数の多いものとする。 

また、排水施設の標準耐用年数は 20年、国営事業の一般的なサイクルは 40年前後であること

を踏まえ、排水施設の次期更新期間を将来として想定する。排水施設を 2020 年代に設置する場

合、次期更新期間は 2040年代～2060 年代となる。 

使用するデータセットは、この期間に合致すること及びデータ数が多いことから、d2PDF（５

㎞）2)とし、WRF02 などの最新の研究成果が存在する地域ではそれらも用いて d2PDFによる検討

結果の参考とする。 

なお、パリ協定（2016 年 11 月締結）においては、将来の気温上昇を２℃未満に抑えるという

目標が定められており、IPCC における各 RCP シナリオにおいても 2040 年頃で２℃前後上昇が予

想されている（図-19.1）。今後とも気候変動予測に関連する最新情報を収集し、使用するデータ

セットの見直しを適宜検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 1986～2005 年平均に対する世界平均気温の変化を CMIP5（世界機構研究計画（WCRP）が開始した 

｢第５期結合モデル相互比較計画｣）の複数モデルによりシミュレーションされた時系列(1950 年か 

ら 2100 年)で示している。 

図-19.1 今世紀末までの世界平均気温予測 1)、3) 
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19.2 将来の降雨予測に基づく確率降雨量の算定方法 

(1) 気象観測資料及び気候予測資料（データセット）の入手・補正 

 ア 気象観測資料の入手 

  気象観測資料の実績降雨は、既に温暖化の影響を含んでいる可能性がある近年の降雨資料を

確率統計解析の対象としないことに留意する必要がある。 

したがって、気象観測資料の入手期間は、気候予測資料の過去実験値の計算期間（60 年分

（1951 年〜2010 年））のうち、2010 年から遡った 30 年から 50 年程度が必要と考えられるが、

計画の対象とする事業の整備水準、や地域における近年の降雨特性等を踏まえて検討する。 

※土地改良事業計画（排水）における将来の降雨予測に基づく確率降雨量算定マニュアル 

第３章参照 

 

イ 気候予測資料（データセット）の入手 

   d2PDF（５km）は 2023 年よりデータ統合・解析システム DIAS4)（事務局：国立研究開発法人

海洋研究開発機構）を通じて公開されており、時間降雨量データをダウンロードすることがで

きる。 

d2PDF（５km）のデータ入手先：https://diasjp.net/ 

※土地改良事業計画（排水）における将来の降雨予測に基づく確率降雨量算定マニュアル 

第４章参照 

 

ウ 気候予測資料（データセット）の補正 

   気候予測資料は気候モデルによって計算されるが、計算結果の精度や誤差を評価しておく必

要がある。過去を再現した気候モデルの出力結果（過去実験値）と実績降雨を比較したときの

系統的な誤差（バイアス）が気候予測資料に含まれると、気候変動の影響評価を適切に行えな

いため、バイアスを含む気候予測資料を、実績降雨を使ってバイアス補正（以下、「補正」とい

う。）する。 

なお、今後の解析技術向上に資するデータ蓄積のため、当面の間は補正なしの降雨量変化倍

率についても計算し、補正を行った場合との差異を確認する。 

※土地改良事業計画（排水）における将来の降雨予測に基づく確率降雨量算定マニュアル 

第５章及び第６章参照 

 

(2) 確率降雨量の算出 

  ア 確率降雨量の算出 

①実績降雨に基づく確率降雨量 

    19.2(1)アで入手した気象観測資料（2010 年から遡った 30 年から 50 年程度）の実績降雨

から年最大雨量（１～３日連続降雨量）を抽出し、１/10 確率等の確率降雨量を算出する。

（確率降雨量の算出方法は、「６．実績降雨に基づく計画基準降雨」を参照） 

※土地改良事業計画（排水）における将来の降雨予測に基づく確率降雨量算定マニュアル 

第３章参照 

 

②補正した過去実験値に基づく確率降雨量 
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補正した過去実験値（60 年分（1951 年～2010 年）のうち、2010 年から遡った 30 年から

50年程度（気象観測資料と同期間）×12メンバ（摂動））から年最大雨量（１～３日連続降

雨量）を抽出し、1/10 確率等の確率降雨量を算出する。（確率降雨量の算出方法は、「６．実

績降雨に基づく計画基準降雨」を参照） 

※土地改良事業計画（排水）における将来の降雨予測に基づく確率降雨量算定マニュアル 

第５章参照  

 

③補正した将来実験値に基づく確率降雨量 

補正した将来実験値（60 年分×12 メンバ（６種類の海面水温の将来変化パターン×２摂

動））から年最大雨量（１～３日連続降雨量）を抽出し、1/10 確率等の確率降雨量を算出す

る。（確率降雨量の算出方法は、「６．実績降雨に基づく計画基準降雨」を参照） 

※土地改良事業計画（排水）における将来の降雨予測に基づく確率降雨量算定マニュアル 

第６章参照  

 

④降雨量変化倍率の算出 

上記②③より算出された、１～３日連続降雨量それぞれに対して、過去と将来の実験値に

基づく各確率降雨量の比から降雨量変化倍率を算出する（小数点以下第３位を四捨五入）。 

 

⑤将来の降雨予測に基づく確率降雨量 

    上記④で算出した１～３日連続降雨量それぞれの降雨量変化倍率を上記①に乗じて、将来

の降雨予測に基づく将来の確率降雨量とする。 

 

 

 

 

 

 

 

図-19.2 将来の降雨予測に基づく将来の確率降雨量の算出イメージ 

 

(3) 日降雨パターン（前方山型、中央山型、後方山型）の検討 

実績降雨の日降雨パターン、補正した将来実験値の日降雨パターンを各々検討し、生起頻度が

最も高いパターンを特定する。次に、特定したパターンで日配分雨量を求める。 

（詳細は、「６．実績降雨に基づく計画基準降雨」の 6.3.1を参照） 

 

(4) 日降雨量に対する時間分布の検討 

上記(3)によって求めた日配分雨量に対する時間配分の検討に当たっては、「６．実績降雨に基

づく計画基準降雨」の 6.3.2及び以下の事項に留意する。 

  ア 日降雨パターンが同じ場合 

   実績降雨と補正した将来実験値の日降雨パターンが同じ場合は、実績降雨の雨の継続時間を
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基本に降雨量の引き伸ばしを行う。 

  イ 実績降雨と補正した将来実験値の日降雨パターンが異なる場合 

   実績降雨と補正した将来実験値の日降雨パターンが異なる場合は、双方の雨の継続時間で時

間分布を検討する。 

 

(5) 短時間降雨強度を対象とする場合 

上記(2)④で算出した降雨量変化倍率のうち、最大日雨量の変化倍率を実績降雨による確率降

雨量（短時間降雨強度）に乗じて、将来の降雨予測に基づく確率降雨量とする。 

 

(6) 計画基準降雨の決定 
前項までの検討を基に、傾斜地など洪水ピーク流出量を計画の基礎とする場合は短時間降雨強

度を、氾濫域など洪水ハイドログラフを計画の基礎とする場合は適当な波形を持った連続降雨を

それぞれ対象とし、計画排水量を決定する。計画排水量の算定に採用した降雨を計画基準降雨と

する。 
 

19.3 モデル地区における降雨量変化倍率の算定例 

(1) S地区 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) N 地区 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) Y 地区 
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19.4 近年の降雨に対する気候変動の影響等の確認 

 将来の降雨予測に基づく確率降雨量を算出する際に、実績降雨に基づく確率降雨量の算出におい

て、2010 年から遡ってデータ整理を行うとしたことを踏まえ、2011年以降の大雨により湛水被害が

生じた地域においては、2011 年以降の近年の降雨の影響等を確認するため、最新年までの実績降雨

の降雨資料を追加して確率降雨量を算出し、19.2(2)⑤で算出する将来の降雨予測に基づく確率降

雨量と比較を行う。また、日降雨パターンが異なる場合は、計画排水量も算出して比較を行う。（確

率降雨量の算出方法は、「６．実績降雨に基づく計画基準降雨」を参照） 

 

19.5 降雨特性を踏まえ降雨量変化倍率を用いない場合 

上記 19.4 で確認した結果、地域的な特性により、2011 年以降の近年の実績降雨の降雨資料を用

いて算出した確率降雨量が将来の降雨予測に基づく確率降雨量を上回る場合や、19.2で算出する降

雨量変化倍率を用いることによって災害に対する安全度が従来より低下する場合については、降雨

量変化倍率を用いずに別途検討することもできる。 
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